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１ 防災・環境安全対策委員会を設置した理由

世界全体に占める日本の災害発生割合は、マグニチュード6.0
以上の地震回数17.9％、活火山数7.9％など、世界の0.25％の国
土面積に比して、非常に高くなっています。

内閣府公式ウェブサイト
防災情報のページより
一部引用

地震発生回数

（マグニチュード6.0以上）

日本
259(17.9%)

活火山数

（過去１万年に噴火した火山）

世界
1,443

世界
1,413

日本
111(7.9%)

注）日本については気象庁。
世界については米国地質調査所及び
米国スミソニアン自然史博物館の
資料をもとに内閣府が作成。

2011～2020年の合計

理由① 災害を受けやすい日本
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理由② 大きな災害を経験

●人的被害 死者１名 重傷２名 軽傷２名

●建物被害

全壊 半壊 一部損壊 その他 計

公共施設 0 8 61 134 203

住家 2,294 18,749 32,062 168 53,273

店舗等 278 918 4,333 30 5,559

計 2,572 19,675 36,456 332 59,035

●道路・橋りょう・河川・農業施設等

亀裂 隆起 陥没 計

789 160 997 2,701

●水道施設（震災発生直後）

　漏水箇所 約1,000か所 断水戸数

●下水道施設（震災発生直後）

マンホール等破損　536か所

その他（護岸崩壊等）

755

約37,000戸（断水人口　約97,000人）

　被災管路延長　約7,050m

（１）東日本大震災（2011.3.11発生）

郡山市にとっては、気象庁が観測を開始以来、初めての大規模な地震災害
であり、甚大な被害をもたらしました。
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３

（２）福島第一原子力発電所の事故

図３

福島第一原子力発電所

郡山市

50Km

100Km

30Km

郡山市と福島第一原子力発電所の距離

UPZ：緊急時防護措
置を準備する区域

PPA：通過時の被爆を
避けるための防護措置

を実施する地域

図３



【事故当初】平常値より高い放射線量となり、子どもたちの屋外活動の制限や、
汚染物質の除去（除染）等が必要となった。
子どもを中心に、県外への自主避難が行われ、人口が減少した。

【現 在】住宅の除染は完了し、放射線量も著しく低下した。

測定場所
2011/3/29 2021/11/30

低減率
空間放射線量

郡山合同庁舎 2.59μSv/ｈ 0.07μSv/ｈ 97.3%

郡山市役所 2.57μSv/ｈ 0.12μSv/ｈ 95.3%

出典 郡山市の原子力災害対策（第17版 2022.3）

４

原発事故による郡山市への影響

これまでに放射線による健康被害は発生していません。

事故直後の住民の
不安は大きかった

市民の意識の変化

原子力災害に
対する不安？

2014 2016 2018 2020 2022

65.1％ 34.8％ 30.1％ 18.1％ 15.7％

住宅除染等が完了
するなど、市民の
不安は大幅に減少

図４

出典：２０２２年度郡山市セーフコミュニティ市民意識調査



（３）令和元年（2019）東日本台風

令和元年台風第19号は10月12日に日本に上陸し、関東地方・甲信越・東北地方な

どで記録的な大雨となり、甚大な被害が発生しました。本市では、10月11日15時か

ら13日６時までの期間降水量が195.5mm、最大24時間降水量が194.0㎜、最大１時間

降水量は27.0㎜となり、1976年の統計開始以降、10月の最高値を記録しました。

種別 被害内容

死者 ６人

全壊 防火水
槽

１，３０６箇所

大規模半壊 １，９２１箇所

半壊 ４，６５１箇所

床上浸水 ６，５４２箇所

床下浸水 ８４７箇所

工業・商業損害額 ３６１億９千万円

農作物等被害 ３０億６６３万円

避難情報等 【避難勧告等】

河川（洪水） ８５，００９人

土砂災害 ５２，０４８人

避難所開設数 ４２箇所

避難者数 ３，９７３人

2019.10.13 郡山地方広域消防組合
５
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日大東北高校
（グラウンド）
田村町徳定地区

阿武隈川

徳定地区

美
術
館
通

郡山駅

被害写真

㈱スペースワン提供

陰山建設㈱提供

㈱スペースワン提供

６
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種別 被害状況

人的被害(負傷者) １３人

建物被害

全壊 ９３棟

大規模半壊 ６７棟

中規模半壊 １６６棟

半壊 １，１００棟

準半壊 ２，４２９棟

（４）令和３年（2021）福島県沖地震

地震の概要

発生日時 ２月１３日２３時０７分

震源の深さ 福島県沖深さ５５㎞

地震の規模 マグニチュード７．３

本市の震度 【郡山市・湖南】震度６弱（最大震度６強：山形県蔵王町等）

避難状況

開設避難所数 １７箇所

最大収容人数 ２１世帯２９人

ライフライン

停電（最大） 約１３，６００戸

水 道
漏水５５件

断水５０戸

ガス漏れ ２件

被害概要（2021.9.30現在）

７
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幕内橋

郡山駅前地区（大町） 文化施設（開成館）

市営水泳場（開成山水泳場）

被害写真

８
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【参考】新型コロナウイルス感染症の感染状況

404.07 

1,184.88 

317.85 

0
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（人）

陽性判明日

陽性者発生状況【第6波：2022.1～】

陽性者数（日別） 10万人当たりの1週間の新規陽性者数

(4/11)：第６波ピーク

（9/25）

（8/23）

９

2022年における郡山市の新規感染者は、４月（第６波）と８月
（第７波）に流行の波が発生しました。
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理由③ 災害をなくすことはできない。
しかし、被害を減らすことはできる。

ハードウェアの対策（実施中の例）

・インフラの耐震化 ・避難所の拡充 ・気象観測施設の整備
・通信や送電系統の冗長化 ・緊急ヘリポート ・建物の耐震化
・消防力の増強 ・物資備蓄の充実 ・耐震性貯水槽の設置
・河川改修による治水 等

ソフトウェアの対策（実施中の例）

・防災計画（国・県・市） ・自治体間・民間の相互応援協定
・防災訓練（国・県・市） ・国土強靭化計画
・応急復旧技術の向上 ・重要データのバックアップ
・業務継続計画 等

１０

被災の教訓
技術の進歩
運用能力の向上

協 働
人や地域の
つながり

思いやり

図１０



１１

郡山労働基準協会
郡山地方消防防災協会
文化・学び振興公社

福島さくら農業協同組合

２ 防災・環境安全対策委員会の構成

全16名

郡山地方広域消防組合消防本部
環境政策課
河川課

開発建築指導課
上下水道局経営管理課

園芸畜産振興課

自主防災連絡会
自治会連合会

消防団
明るいまちづくり推進委員会協議会

婦人団体協議会
女性消防協力会

関係団体 ４名
行政 ６名

住民組織 ６名

図１１



３「防災・環境安全対策委員会」の活動経過
開催（実施）日 内 容

2020年４月21日 第１回対策委員会 新型コロナウイルス感染拡大防止の注意喚起

2020年７月７日 第２回対策委員会 活動の振り返り

2020年11月17日 第３回対策委員会 令和元年東日本台風の被害概要と対応 他

2020年11月18日 第４回対策委員会 鹿児島市現地審査オンライン視聴

2020年12月25日 第５回対策委員会 都留市事前指導オンライン視聴

2021年６月28日 第１回対策委員会 重点課題と各指標の確認今後のスケジュール

2021年７月２日 第２回対策委員会 【書面】既存の各指標に対する意見照会

2021年７月13日 第３回対策委員会 秩父市事前指導オンライン視聴

2021年８月17日 第４回対策委員会 【書面】アンケート調査の各委員への意見照会

2021年10月７日 第５回対策委員会 事前指導等資料の確認

2021年11月17日 第６回対策委員会 郡山市セーフコミュニティ事前指導

2022年１月28日 第７回対策委員会 【書面】市民意識調査内容の協議

2022年４月15日
分野別対策委員会
第１回対策委員会

活動の振り返りと今後の予定について

2022年７月29日 豊島区現地視察オンライン視聴

2022年８月16日 第２回対策委員会 【書面】周知用チラシへの意見照会

2022年９月22日 第３回対策委員会 【書面】現地調査資料への意見照会

１２

図１２



出典：セーフコミュニティ郡山市地域診断２０２２年度 市民意識調査

地震が77.7%と一番多く、また風水害が30.4%で自然災害は強い不安要因と
なっている結果であった。交通事故が２番目（39.6％）に多かった。

市民の意識① 災害に対する不安

１３

順位 けがや事故などの要因 割合(※)

1 地震 77.7%

2 交通事故 39.6%

3 風水害 30.4%

4 火災 24.9%

5 新型コロナウイルスの影響によるけがや事故 23.2%

6 あおり運転 22.9%

7 窃盗、詐欺等の犯罪被害 19.6% 

8 新型コロナウイルス感染者やその家族に対する差別、
偏見、誹謗中傷

16.6%

9 原子力災害 15.7%

10 外出時の転倒・転落 14.9%

11 孤独・孤立・人間関係の希薄による不安 13.7%

図１３

（回答数 n=1,680）



42.9%

40.2%

32.4%

31.4%

30.2%

27.4%

26.8%

13.0%

5.2%

1.8%

0% 20% 40% 60%

住宅用火災警報器の設置

家具などの固定・補強

家族の連絡方法確認、話し合い

避難場所・避難経路の把握

非常持ち出し品の用意・食糧の備蓄

正確な情報の収集（防災メールへの登録）

消火器の設置

建物の耐震化、建物や塀(へい)の補強

防災訓練、自主防災組織の活動参加

その他

１４

市民の意識② 災害に対する各自の備え

出典：２０２２年度郡山市セーフコミュニティ市民意識調査

市民が各自実施している災害対策 回答数 n=1,680 複数回答

一部に半数程度の実施が見られるが、「自助」「共助」の部分
ともに低い。

図１４

共助

自助



町内会加入状況（2022年6月現在）

◆ 現在人口台帳世帯数・・・ 142,215世帯

◆ 町内会加入世帯数 ・・・ 89,452世帯

市民の意識③ 地域コミュニティへの参加

例① 避難、避難状況の把握は町内会単位で実施
避難状況の掌握、又は避難住民との連絡調整は、避難が原則として

町内会単位で実施されることから、各町内会の会長、あるいは町内会
において、指名された者を窓口として行う。

住民に最も身近な自治組織。

役割の例 ※郡山市地域防災計画より抜粋

町内会は、東日本大震災でも有効に機能しました。

１５

出典：郡山市調べ

災害時には、避難誘導等において重要な役割を担う。
町内会

しかし、加入率は低下している
63.2%（2016）⇒61.9%（2022）

未加入
38.1％

加入
61.9％

図１５



１６

【実施時期】2020年2～3月 【調査件数】2,033件
【回収数】1,031件 【回収率】50.7%

抜粋

調査項目 回答 割合

必要な今後
の取組み

災害時の連絡手段や避難ルール等の確認 56.0%

情報収集方法の事前確認 52.5%

避難所や避難ルートを自ら確認 49.9%

町内会活動への参加、近所付き合いを深める 22.2%

防災訓練や避難訓練に積極的に参加する 14.0%

避難の方法
自動車 89.4%

徒歩 5.1％

調査結果

市民の意識④ 令和元年台風第19号のアンケート調査

図１６



１７

【実施時期】2021年8月 【調査件数】107件
【対象】氾濫した河川沿線の中学３年生

抜粋

調査項目 回答 割合

地域結束のため必
要な取組み

地域での防災訓練（危機意識の向上） 39%

イベントを開催する（お祭り、運動会） 33%

リーダーを育成する 16%

地域活動への参加 清掃・廃品回収に参加 46%

地域活動の参加し
やすさ

近くで実施していれば参加する 25%

土日祝日であれば参加する 18%

調査結果

市民の意識⑤ 出前講座アンケート調査
図１７



市民の意識⑥ 農作業時におけるけがの発生状況

出典： ２０２０年度郡山市セーフコミュニティ市民意識調査
１８

図１８

21人

12人

2人

4人

6人

10人

13人

0 5 10 15 20 25

無回答

その他

運搬・積降中

作業場の移動中

農機具使用中

作付け中

収穫作業中

(8.8%)

(5.9%)

(2.9%)

(17.6%)

(30.9%)

(14.7%)

(19.1%)

（人）

家庭菜園等を含めた農作業でこの１年間にけがをした人（n=68）

収穫作業中や農機具使用中にけがをした人が多い。



市民の意識⑦ 農作業時における事故の発生原因

出典：郡山地方広域消防組合消防本部調べ
１９

図１９

53件

18件

22件

23件

31件

34件

0 20 40 60

その他

農機具による挟まれ・巻き込まれ等

トラクター等の横転

蜂刺され

チェーンソー・草刈機等

田畑等を歩行中又は作業中に転倒・転落

（12.7%）

（12.2%）

（ 9.9%）
（29.3%）

（17.1%）

（18.8%）

（件）

2013年から2019年までの郡山地方広域消防組合消防本部管内において農作業中に発生し
た救急出動事案181件を分析

作業中や農機具使用中にけがをした人が、全体の中で多い。



労働者の災害が多い。
（農作業中のけがや事故が多い）

地域コミュニティが低下して
いる。
（地域での防災体制が不十分）

自然災害等の不安が大きい
が、防災意識は低い。
（備えまで至る人が少ない）

課題
１

課題
２

課題
３

２０

４ 重点課題の選定

図１５，１６，
１７

図１３、１４

図１８，１９

図２０



５ 課題に対する方向性、対象、取組み

① こども(学校)を起点に家族まで巻き込む
② 家庭での備え、避難経路や連絡方法の確認実施

主な
取組み

・地域防災マップ作成の普及促進
・学校や公民館等での防災学習促進
・地域での防災啓発（回覧板、行事等）

取組事例
①【図25】②【図26】④【図28】⑥【図29】
⑦【図30】⑧【図31】

方向性１

防災意識
の向上

自然災害等の不安が
大きいが防災意識は低い。
（備えまで至る人が少ない）

課題
１

そのために・・・

２１

図２１

対象１ 全市民
(こどもから高齢者）



５ 課題に対する方向性、対象、取組み

① 先進・モデル地区を選定
② 防災活動を通じた地区内・地区間の交流(助け合い)の
活性化

主な
取組み

・地域の防災活動への参加促進（訓練、講
演会等）

・防災意識アンケート実施

取組事例 ①【図25】 ④【図26】 ⑤【図28】 ⑥【図29】

方向性２
地域での
防災体制
の整備

地域コミュニティが
低下している。

(地域での防災体制が不十分)

そのために・・・

課題
２

２２

図２２

対象２ 自主防災会・町内会



① 関係店舗や各種機会を通じた広報
② 農作業時の安全に対する意識向上と対策実施

主な
取組み

・農作業中の熱中症対策の啓発
・身近な農機具の安全対策の啓発

取組事例 ③【図27】

方向性３
作業中の事故
を防ぐ意識の
向上

労働者の災害が多い
（農作業中のけがや
事故が多い）

課題
３

そのために・・・

２３

５ 課題に対する方向性、対象、取組み
図２３

対象３ 農業従事者
(家庭菜園を行う人を含む)



課題に対する取組み概要

※ 当該労働基準監督署管内

課題 分類 国レベル 自治体レベル 地域レベル

①
②(

共
通)

環境改善
被災者支援制度
地域防災力充実

要支援者支援制度
防災組織支援・強化

要支援者見守り
避難誘導･救護

規則・規制 法整備・計画策定 計画・マニュアル策定 計画策定

教育・啓発 訓練・研修会実施
防災情報配信
訓練・研修会実施
防災冊子作成・配布

訓練・講習実施
地域内安全点検
防災意識啓発

課題 分類 国レベル 自治体レベル 地域レベル

③

環境改善
相談窓口開設
労災保険給付制度

相談窓口案内 安全衛生管理

規則・規制 法整備・計画策定 マニュアル策定 マニュアル策定

教育・啓発
安全衛生啓発
安全研修実施

安全衛生啓発
安全講習実施

従業員教育
安全点検啓発

図２４

２４



取組事例①「郡山市総合防災訓練」

（新型コロナの影響から2020・2021は中止、2022年は延期）

図２５

２５



●わが家の防災ハンドブックの作成（改訂）・配布

2021年５月末に町内会を通し全戸配布。

【主な改定点】
●「家庭防災の基本」編に家庭等で、日頃からの備え（防災行動計
画）を作成するページを掲載。
●避難所地図に想定浸水深を示し、自宅等の危険度を明示。
●避難情報の解説(P1）や緊急連絡先等（表紙）を冊子構成の見直

取組事例②「啓発冊子配布（市主体）」

多言語（５カ
国）版も更新

ハザードマップ
2020.4作成

図２６

２６



●農作業中のケガや事故を防ぐため、出前講座の開催や
チラシ等作成・配布

取組事例③『チラシ作成・配布」

「農政だより」
年2回

「こおりやまの米」
通信 年7回

図２７

「SC啓発チラシ」

２７

2022.10.22
市総合防災訓練



本年５月の災害対策基本法改正に伴う避難情報の変更点や災害情報の
取得方法など、市民の方々が災害への備えを習得し、地域防災力の向上
につなげるための研修が行われました。

【日 時】2021.11.6（土）10:00～11:30（YouTubeライブ配信）

【参加者】市民、自主防災組織、女性消防協力会等：約60名

【演 題】地域防災力の向上 （講師：郡山市気象防災アドバイザー）

取組事例④「情報収集訓練研修」 図２８

２８



取組事例⑤「防災士養成講座など（人材育成）」
地域の防災リーダーの育成のため、防災講演会の開催や市民防

災リーダー講習会のほか新たに防災士養成研修を実施。

●(既存)郡山市自主防災組織連絡会「講習会」
【参加者】自主防災組織会員等
【参加人数】約100名
【内容】・気象防災アドバイザーの防災講習

・2020、2021年はコロナ禍で中止

●(既存)市民防災リーダー講習会（2004～）
【参加者】市内自主防災組織から
【参加人数】26名（2019年）
【内容】
・講義、演習、救命救急、図上訓練
・2020、2021年はコロナ禍で中止

●防災士養成講習会（2020～）
【参加者】
市民(自主防災組織､民間企業等)

【参加人数】
50名（今後年間50名を養成予定）

防災士養成講習会 (2022)

市民防災リーダー講習会(2020)

図２９

２９



●小中学生から高齢者まで、幅広い年代の市民に対し実施
2020年度 17回 628人（2020-2021コロナ禍、減少傾向）
2021年度 24回 1,344人 ※WEB講座も実施
2022年度 18回 1,286人（2020.9.30現在）

【参考】2019年度 39回 2,345人（新型コロナ流行前）

新型コロナ対策
Web会議による
「出前講座」

阿武隈川沿いの
中学校（３年生）

講師 受講者

取組事例⑥「市政きらめき出前講座」 図３０

３０



取組事例⑦「災害情報等の伝達（市主体）」

新たに、河川沿い防災行政無線の増設、避難所開設状況や使用状
況を確認できる情報アプリ「VACAN」などを導入するなど情報体
制の強化

ＶＡＣＡＮ
（避難所の空き状況のお知らせ）

河川沿いに
2021年：２箇所
2022年：１箇所
増設し、
合計152箇所

図３１

３１



●民間企業等の施設の一部を借用し避難所を確保
●車での避難を希望する市民へ車中避難スペースを確保(2020～）

取組事例⑧ 「避難所の拡充（市主体）」

避難所名 区画数

学校法人郡山学院
ケイセンビジネス

89区画

学校法人東都学園
郡山健康科学専門

127区画

新協地水（株） 25区画

日本大学工学部 246区画

帝京安積高校 200区画

車中避難場所 駐車台数

ビックパレットふくしま
駐車場他（12施設）

2,307台

ニラク（９店舗） 3,230台

公園（14箇所） 1,344台

カルチャーパーク駐車場
他（2箇所）

1,817台

【その他】
郡山市旅館ホテル組合との協定締結旅館・ホテルを活用した避難場(2020.9.23)

図３２

３２



短期・中期成果指標
2016 2017 2018 2019 2020 2021

防災学習（出前講座等）
受講者数

426人 886人 1,173人 2,280人 628人 1,421人

家庭や地域における
災害対策実施者数

6,226人 6,773人 7,081人 8,045人 240人 140人

地域防災マップ作成団体数 ２団体 - ３団体 ２団体 - ２団体

防災活動への参加者数 6,226人 6,773人 7,081人 8,045人 240人 140人

長期成果指標

2017 2018 2019 2020 2021 2022

【防災に対する意識】
地域の防災活動に

・参加したことがある - 18.6％ - 17.6％ - 20.6％

・参加したことがない - 75.3％ - 77.8％ - 77.1％

参加しない理由

・実施していることすら不明 - 42.2％ - 48.6％ - 48.0％

・人付き合いが苦手 - 9.2％ - 11.5％ - 13.4％

これまでの取組みによる成果
図３３

新型コロナ

３３



各課題における問題点と今後の進め方

重点
課題

問題点 今後の進め方

①

幅広い年齢層へ防災力の向上を進
めるためには、新型コロナ禍への
対応を含め学校や企業等の理解が
必要である。

・市や地域で行う防災に関する事
業をあらゆる機会・手段を用いて、
学校、企業等へ積極的に周知する。

・Web方式等対面以外の活動方法
の検討する。

②

自主防災組織の母体となる町内会
加入率の低下。
また、地区により、防災活動状況
や近隣同士の交流（助け合い）に
温度差がある。

先進的な市内の（モデル地区）と
の交流や先進都市の事例紹介など
により、他の地区への普及につな
げる。

③
無理をしがちな高齢作業者の意識
改善や不特定多数の家庭菜園を行
う人へ直接啓発は難しい。

協力店舗等からの意見を踏まえ、
対象者の興味をひく啓発方法と機
会を検討する。

３４

図３４



ご清聴ありがとうございました。


